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を課す等厳しく圧力を加えることを基本として働きかけを行ってきており、ミャンマーとの関係は非常に冷え切ったものとなっている。これに対して日本は、経済協力を原則停止しつつも、これまでの二国間関係に基づきミャンマー政府指導部に対話を通じて直接働きかけを行うとのアプローチを取ってきている。特に二〇〇二年には川口外務大臣が、また二〇〇三年には森元総理がミャンマーを訪問し、タ ・シュエ議長に直接働きかけを行っ 。最近では、二〇〇七年一二月、シンガポールで開催された東アジアサミットに出席した福田総理は、テイン・セイン首相に働きかけを行うとともに、二〇〇八年一月には日メコン外相会議出席のため来日したニ ・ウイン外相に対して高村外務大臣より働きかけ行っている。
　このような日本からの働きかけに対して、
ミャンマー政府の反応は、軍政主導の民主化プロセスに対しての理解を求めるものに止まっている。そのため日本の働きかけも、国際社会として評価できるような前向きな動きを引き出すようなも となっ いるとは言えない。その一因とし はミャンマーが、欧米や日本からの経済支援が期待できないため、中 、インドさらにはＡＳＥＡＮ諸国に重点を置いて関係を進めてきてお
り、相対的に日本との関係に距離を置き始めていることも考えられるだろう。●ＯＤＡを巡る状況
　一九八八年の国軍による政権掌握を受け
て、ＯＤＡについては、原則停止し、たし政変前から実施中の案件や緊急・人道的性格の援助についてはケース・バイ・ケースで検討するとされた。 その後九五年、 スーチーさんが六年間の自宅軟禁措置から解放されたことを受けて、右方針の一部 見直し、 「民主化 ・ 人権状況の改善を見守りつつ、民衆に直接裨益する基礎生活分野の案件を中心にケース・バイ・ケースで検討する」とされた。かかる方針の下、同年一〇月は無償資金協力によりヤンゴン 看護大学について拡充計画（交換公文ベースで一六億二五〇〇万円）を実施した。 かしその後もミャンマー政府と ーチーさん関係は対立的に推移し、特 二〇〇三年には地方遊説中のスーチーさんが政府関係者に襲われ拘束される事態が発生した。そのため、新規の経済協力案件については基本的に実施を見合わせることとした。 だし緊急性が高く、真に人道的な 等については、ミャンマーの政治情勢を注意深く見守りつつ、案件内容を個別に慎重に吟味した上で順次実施することとした。しかしその後二〇〇七年九月、燃料価格 大幅な引き上げを背景に各地でデモが起こり、武力で鎮圧する事態が発生した 経済協力
については前述の方針からさらに案件の一層の絞り込みを行うこととした。●今後の見通し
　二〇〇八年五月サイクロンによって甚大
な被害が発生した。当初ミャンマー政府は、国際社会から援助要員を受け入れることに難色を示していたが、国連とＡＳＥＡＮによる「調整メカニズム」を通じて受け入れを行うこと 決定するととも 、ＡＳＥＡＮや日本をはじめとする近隣諸国からの緊急医療チームを受け入れた。この調整メカニズムについては、関係者による被災状況の調査を認める等ミャンマー政府は協力的姿勢を示してきて る。これについ 、国連やＡＳＥＡＮが所謂政治問題とは切り離して人道支援を実施してい ことがミャンマーにとって受け入れ すかったことがあったと考えられると も、ミャンマー政府がいかにＡＳＥ Ｎや国連との関係重視しているかを示すもの も言え だろう。日本は、今後もミャンマーについて引き続き民主化・人権問題に対峙して くことになるだろう 、日本とミャンマーとの関係に既述の通り距離ができ いる現実を考えれば、今後一層ＡＳＥＡＮや国連といかに協調してミャンマーの問題にアプローチしていくか ついても十分検討いくことが必要ではないかと考えられ 。
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